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概 要 

 

作成日 平成21年7月27日 

プログラム（又は施策）

名 
課題設定型助成事業 次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発プロジェクト 

プロジェクト名 次世代大型低消費電力プラズマディスプレイ基盤技術開発 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ番号 P07010 

担当推進部/担当者 新エネルギー・産業技術総合開発機構 電子･情報技術開発部 

０．事業の概要 

テレビ市場は急速に大型・フラット化・高精細化が進み、プラズマテレビにおける一台

あたりの消費電力は増加傾向にあり、低消費電力化は急務の課題である。本プロジェクト

は、次世代プラズマディスプレイに関する低消費電力化を実現するための研究開発を行う。

具体的には、パネル駆動電圧の低電圧化技術に焦点を当て、大幅な低電圧化を可能とす

る、高い二次電子放出特性を持つ保護膜材料技術、それら保護膜材料を実用化するための

パネル設計技術、パネル駆動技術、およびパネル製造プロセス技術の開発を行う。これら

により、次世代プラズマディスプレイパネルとしての低消費電力化技術を確立し、パネル

の年間消費電力量を現在の２／３以下に低減する。 

Ⅰ．事業の位置付け・必

要性について 

テレビをはじめとするディスプレイの大型化が進み、1 台当たりの消費電力は増大の傾向にあ

るため、大画面かつ高精細・高画質でありながら電力消費の少ない次世代 FPD の基盤技術の確

立が必須である。 

全世界に広がるテレビ市場にわが国の産業界が、従来の先陣を堅持継続し、経済発展に寄与

するためにも、このような国際競争力のある技術開発を国家規模で進めることが非常に重要であ

る。従って、本事業では、このような社会変化を背景として、大型低消費電力プラズマディスプレ

イの実現に向けて革新的な技術開発をわが国の企業・研究機関が一体となって取り組むべきで

ある。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

 

事業の目標 
次世代プラズマディスプレイパネルとしての低消費電力化技術を確立し、パネルの年間

消費電力量を現在の２／３以下に低減する。 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ19fy Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy 

 
①ﾊﾟﾈﾙ構成材料技術開発      

②ﾌﾟﾛｾｽ・設備技術開発      

③ﾊﾟﾈﾙ設計・駆動技術開発      

開発予算(助成金額) 

助成率1/2 

(単位：百万円) 

会計・勘定 Ｈ19fy Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy 総額 

一般会計 - - - - - -

特別会計（高度化） 444 364 767 
（予定）

  

総予算額（助成金額） 444 394 767 
（予定）

  

開発体制 

経産省担当原課 経済産業政策局 情報通信機器課 

開発責任者 
佐藤陽一（平成21年1月～現在） 

篠田 傳（平成19年～平成21年1月） 

助成先 
株式会社次世代ＰＤＰ開発センター 

共同研究：広島大学 

情勢変化への対応 

ディスプレイ業界は、国際的な技術開発競争がますます熾烈になっている状況にあるため、

我が国も早急に次世代大型ディスプレイの技術開発に取り組むことが重要である。従って、

このような社会情勢を背景として、低消費電力ディスプレイの実現に向けて革新的な技術

開発をわが国の企業・研究機関が一体となって取り組む。 
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Ⅲ．研究開発成果につい

て 

平成21年度に中間目標を達成見込み。以下に研究開発項目ごとの成果をまとめる。 

研究開発項目①「パネル構成材料技術開発」 

 平成19年度は、高γ保護膜材料開発のために、二次電子放出過程の計算モデルを作成し、

膜物性の基礎データにより検証し計算モデルの改善指針を得た。平成20年度は、保護膜材

料の放電特性や材料物性のデータベース作成および材料設計シミュレータを開発した。さ

らに、高γ保護膜材料の設計指針を基に、複数の新規材料において低電圧化の可能性を得

た。 

 

研究開発項目②「プロセス・設備技術開発」 

 平成19年度は、パネル構成部材等の保護膜特性への影響を評価しパネル製造プロセスの

要求パラメータを抽出した。平成20年度は、新規高γ材料に適したプロセス環境特性と設

備の要求特性の定量化を行い、小型パネルで検証した。また、大型化を想定したパネル設

計設備およびパネル製造プロセスの設計指針を得た。 

 

研究開発項目③「パネル設計・駆動技術開発」 

 平成19年度は、基礎的な駆動実験により低電圧化のためのパネル駆動技術開発指針をま

とめた。平成20年度は、放電の空間・時間分解計測技術および計測設備を開発し、新規高

γ材料に適した放電制御およびセル構造の設計指針を得た。 

 

投稿論文 論文・学会発表 8件、一般講演 9件 

特  許 なし （出願準備中 9件） 

Ⅳ．実用化、事業化の見

通しについて 

本助成事業の成果を適用した低消費電力のフルＨＤプラズマディスプレイが、平成24年度

までに市場投入されることが期待できる。 

 

Ⅴ．評価に関する事項 

事前評価 平成18年度実施 担当部 電子・情報技術開発部 

中間評価以降 平成24年度 事後評価実施予定 

 

Ⅵ．基本計画に関する事

項 

作成時期 平成19年3月 作成 

変更履歴 
平成 20 年 7 月 改訂（イノベーションプログラム基本計画の制定によ

り、プログラム名を変更） 
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（Ａ）プロジェクト基本計画 

 

 プロジェクト基本計画は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、Ｎ

ＥＤＯと表記する）のプロジェクトを効率的かつ効果的に実施するために、次に掲げるプロ

ジェクトの基本的事項を定めたものである。 

  ①プロジェクトの目的、目標及び内容 

  ②プロジェクトの実施方式 

  ③研究開発の実施期間 

  ④評価に関する事項 

  ⑤その他の重要事項 

 

 基本計画は、原則として全研究開発期間に亘り有効であるが、技術評価の結果や内外の研

究開発動向・政策動向、研究開発予算の確保状況等の外部状況変化、あるいは研究体制、当

該研究開発の進捗状況等の内部変化に応じて、適宜・適切にその内容を変更する。 

 本プロジェクト「次世代大型低消費電力プラズマディスプレイ基盤技術開発」の基本計画1を

次ページ以降に示す。 

                                                 
1 「次世代大型低消費電力プラズマディスプレイ基盤技術開発」基本計画： 

http://www.nedo.go.jp/activities/portal/p07010.html 
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P07010 

（IT イノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラム） 

「次世代大型低消費電力プラズマディスプレイ基盤技術開発」基本計画 

 

電子・情報技術開発部 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

TV 市場は急速に大型・フラット化が進み、プラズマディスプレイパネル（PDP）を牽

引役に３０型以上の大型 TV については、今後も大幅な市場拡大が見込まれている。ま

た地上波デジタル放送網などの放送インフラが整うに従い、フル HD 対応などの高精

細・高画質の映像表示が可能な需要も拡大しつつある。このような環境変化の中、PDP

は映像を美しく鑑賞できる薄型フラットディスプレイとして、家庭用 TV や業務用モニ

ターを通じて新しい映像文化を築く日本のディスプレイ産業の大きな柱と期待され、そ

の出荷台数も大きな伸長を示している。このように PDP は産業界、および市場の中で大

きな地位を確立しつつある。しかしながら、エネルギー消費という観点からは、市場要

求・放送インフラの整備に伴う画面大型化や画素高精細化に起因して、一台あたりの消

費電力は増加傾向にある。したがって、一台あたりの消費電力上昇抑制／低消費電力化

は急務の課題となっている。このような動向を踏まえて本プロジェクトは、次世代大型

プラズマディスプレイに必要な低消費電力技術を平成２３年度までに確立すると共に、

IT イノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログラムの一環とし

て実施する。 

一方、国際競争力という観点から見た場合、我が国は PDP の性能や製造技術について

トップの座を保持しているものの、海外メーカーの猛追で国際市場環境は一層厳しくな

っている。我が国の経済を牽引するための大きな原動力の一つであるディスプレイ技術

の継続的発展は重要な政策課題であり、今後更に市場拡大が見込める PDP についても技

術力、産業力の強化が必須である。 

PDP の低消費電力化技術開発の動向に目を向けると、発光効率の改善ならびにパネル

駆動電圧の低電圧化が重要なブレイクスルー技術として挙げられる。発光効率の改善に

ついては、省エネ型次世代 PDP プロジェクト（平成１５～１７年度）において、放電ガ

ス条件の改良などの取り組みが実施され、５ lm/Wを超える発光効率を実現した。一方、

低電圧化技術に関しては、現状では大幅な電圧の低減には至っておらず、これに関わる

技術開発が緊急の課題となっている。 

本プロジェクトはこのような観点から、パネル駆動電圧の低電圧化技術に焦点を当て、

次世代プラズマディスプレイとして PDP の低消費電力化技術の開発を行うものである。

これにより、ディスプレイ分野での産業競争力強化と新規産業創造に資するのみならず、

情報通信分野で利用されるディスプレイデバイス、機器の３０％程度消費電力低減に資
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する。 

 

（２）研究開発の目標 

パネル駆動電圧の低電圧化を実現するための材料技術の開発、ならびに実用化のための

パネル設計技術、パネル駆動技術、および生産プロセス技術の開発を行う。これらにより、

消費電力の低減を実現する。具体的には５０型フル HD パネルで比較して年間消費電力量

を現在の２／３以下に低減できる低消費電力化技術を開発する。中間目標については、基

本計画の別紙の通り。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、項目ごとの研究開発計画

に基づき研究開発を実施する。 

①パネル構成材料技術開発 

②プロセス・設備技術開発 

③パネル設計・駆動技術開発 

 

２．実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO 技

術開発機構」という。）が、原則本邦の企業、研究組合、公益法人等の研究機関（原則、

国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施

設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限り

ではない。）から、公募によって研究開発実施者を選定し助成（助成率１／２）により実

施する。 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は、平成１９年度から平成２３年度までの５年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

NEDO 技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成

果の技術的意義ならびに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発

の中間評価を平成２１年度、事後評価を平成２４年度に実施する。また、中間評価結果を

踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の

時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に

応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
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５．その他の重要事項 

（１）基本計画の変更 

NEDO 技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、

内外の研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費

の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研

究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

（２）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条

第１項第３号に基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成１９年３月、制定。 

（２）平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、「（１）研究開

発の目的」の記載を改訂。 
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（別紙）研究開発計画 

 

研究開発項目①パネル構成材料技術開発 

 

１．研究開発の必要性 

PDP は放電ガス条件の改良による発光効率の改善が進められている。しかしながら

これらを達成する際の駆動電圧は上昇傾向にあり、放電時の無効電力の増加に伴う消

費電力の大幅な増加をもたらす。このため、駆動電圧を低電圧化すれば、パネルとし

ての低消費電力化が実現できる。低電圧化実現のためには保護膜材料の二次電子放出

特性（γ特性）を高めることが必須であり、新たな材料の探索及び開発を行う必要が

ある。加えて、これら保護膜材料を実用化するためのプロセス・設備技術の開発、パ

ネル設計・駆動技術の開発が必要となる。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 駆動電圧の低電圧化を実現するために PDP を構成する材料技術の開発を行う。特に低

電圧化実現のためには保護膜材料の二次電子放出特性（γ特性）を高めることが必須で

ある。このため、PDP の放電におけるより高い二次電子放出機構の解明、材料設計シミ

ュレータ開発を行い、これらの知見からより高いγ特性を持つ保護膜材料の探索及び開

発を行う。 

 

３．達成目標 

パネル駆動電圧の低電圧化を実現するための材料技術の開発、ならびに実用化のた

めのパネル設計技術、パネル駆動技術、および生産プロセス技術の開発を行う。これ

らにより、消費電力の低減を実現する。具体的には 50 型フル HD パネルで比較して年

間消費電力量を現在の２／３以下に低減できる低消費電力化技術を開発する。 

PDP の放電における詳細な保護膜の二次電子放出機構を中間評価時点までに解明す

る。特に放電ガス中の Xe イオンに対する電子放出機構を解析する。この解析手法を

用いて、PDP の放電における最適な保護膜材料技術を確立し、更にこの成果を用いて

新しい保護膜材料を探索する。 
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研究開発項目②プロセス・設備技術開発 

 

１．研究開発の必要性 

 PDP は放電ガス条件の改良による発光効率の改善が進められている。しかしながらこ

れらを達成する際の駆動電圧は上昇傾向にあり、放電時の無効電力の増加に伴う消費電

力の大幅な増加をもたらす。このため、駆動電圧を低電圧化すれば、パネルとしての低

消費電力化が実現できる。低電圧化実現のためには保護膜材料の二次電子放出特性（γ

特性）を高めることが必須であり、新たな材料の探索及び開発を行う必要がある。加え

て、これら保護膜材料を実用化するためのプロセス・設備技術の開発、パネル設計・駆

動技術の開発が必要となる。 

 

２．研究開発の具体的内容 

低電圧 PDP を実現するために研究開発項目①における新保護膜材料で構成されたパ

ネル製造を目的としたプロセス技術および実用化を目指した設備技術の開発を行う。

一般に高いγ特性を持つ材料は水、二酸化炭素などとの反応性が高く、大気中での取

扱いが困難であることが課題である。これら反応性を考慮した製造技術とパネル化技

術の開発を行う。さらに大型化を想定した設備設計・導入を行い、パネルでの性能の

確認と効率的なプロセス実証を行う。 

 

３．達成目標 

パネル駆動電圧の低電圧化を実現するための材料技術の開発、ならびに実用化のた

めのパネル設計技術、パネル駆動技術、および生産プロセス技術の開発を行う。これ

らにより、消費電力の低減を実現する。具体的には 50 型フル HD パネルで比較して年

間消費電力量を現在の２／３以下に低減できる低消費電力化技術を開発する。 

研究開発項目①の新しい保護膜材料の対プロセス環境特性を詳細に把握すると同

時に、実用的なプロセスの検討を中間評価時点までに行う。これらの知見およびデー

タを用いて、５０型以上の大型化を想定した設備・プロセスを開発し、パネルでの実

用化実証実験を行い、大型パネル用設備実用化に向けたプロセス・設備条件を明確に

する。 
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研究開発項目③パネル設計・駆動技術開発 

 

１．研究開発の必要性 

 PDP は放電ガス条件の改良による発光効率の改善が進められている。しかしながらこ

れらを達成する際の駆動電圧は上昇傾向にあり、放電時の無効電力の増加に伴う消費電

力の大幅な増加をもたらす。このため、駆動電圧を低電圧化すれば、パネルとしての低

消費電力化が実現できる。低電圧化実現のためには保護膜材料の二次電子放出特性（γ

特性）を高めることが必須であり、新たな材料の探索及び開発を行う必要がある。加え

て、これら保護膜材料を実用化するためのプロセス・設備技術の開発、パネル設計・駆

動技術の開発が必要となる。 

 

２．研究開発の具体的内容 

高発光効率下においても低電圧で実用駆動可能な PDP 実現を目指して、放電制御技

術の開発、セル構造の開発を行う。高いγ特性を持った保護膜条件に特化した放電制

御技術の開発、セル構造の開発を行い、低電圧駆動の実証を行う。 

 

３．達成目標 

パネル駆動電圧の低電圧化を実現するための材料技術の開発、ならびに実用化のた

めのパネル設計技術、パネル駆動技術、および生産プロセス技術の開発を行う。これ

らにより、消費電力の低減を実現する。具体的には 50 型フル HD パネルで比較して年

間消費電力量を現在の２／３以下に低減できる低消費電力化技術を開発する。 

研究開発項目①の新しい保護膜材料に適したセル構造と放電制御技術探索を中間

評価時点までに行う。0.1mm ピッチセルに対する駆動制御技術の開発を行ない、高精

細・高 Xe（20％以上）下において、MgO 保護膜を用いた現行技術による駆動電圧と比

較して１/２に低減する。さらにアドレス放電特性を解析し、新規高γパネルにおけ

る駆動制御設計法を確立する。 
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（Ｂ）イノベーションプログラム基本計画 

 

 経済産業省が実施している研究開発プロジェクトは、７つの政策目標のもとにまとめられ、市場化

に必要な関連施策（規制改革、標準化等）と一体となった施策パッケージである「イノベーションプ

ログラム」として推進されている。本プロジェクト（「次世代大型低消費電力プラズマディスプレイ基

盤技術開発」）は、そのうちＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログラ

ムの一環として実施されている。この２つのイノベーションプログラム基本計画2のうち、本プロジェ

クトに関係ある部分を中心に抜粋したものを次ページ以降に示す。 

 なお、「次世代大型低消費電力プラズマディスプレイ基盤技術開発」は、「課題設定型助成事業 次

世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発」の一部として実施しているものであり、次のプログ

ラムの一部として実施するものである。 

 

・ ＩＴイノベーションプログラム基本計画 

 Ⅱ．省エネ革新 

  [ii]情報機器の徹底的省エネの実現 

   （１）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発プロジェクト 

 

・ エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

 ４－Ⅰ 総合エネルギー効率の向上 

  ４－Ⅰ―iv 省エネ型情報生活空間創生技術 

   （３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発プロジェクト 

 

 

                                                 
2 イノベーションプログラム基本計画(経済産業省）： http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g90427b18j.pdf 
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（抜粋） 

平成 21･03･23 産局第 2 号 

平成２ １ 年４ 月１ 日 

 

ＩＴイノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

我が国が目指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向け、経済成長戦略大綱、ＩＴ新

改革戦略、科学技術基本計画及び技術戦略マップ等に基づき、情報化の進展に伴うエネルギー

消費量の増大等の課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通信

技術を開発し、実社会への利用を促進する。また、情報システム・ソフトウェアについて品質、

信頼性及び生産性の向上を推進し、組込みソフトウェア産業強化、オープンソースソフトウェ

アを安心して活用するための環境整備、独創的な人材の発掘等、我が国産業競争力強化のため

の必要な基盤整備を実施することによって、ＩＴの利活用の深化・拡大を図り、より豊かな国

民生活を実現するとともに、我が国の経済活力の向上を図ることを目的とする。 

 

 

２．政策的位置付け 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議。２００７年６月改訂・経

済財政諮問会議報告、２００８年６月改訂・経済財政諮問会議報告） 

 ＩＴ革新による競争力強化、ＩＴ革新を支える産業・基盤の強化に必要な研究開発の推

進に対応 

○「第３期科学技術基本計画」(２００６年３月閣議決定) 

 国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進４分野である情報通信分野、分野別

推進戦略（２００６年３月総合科学技術会議）における重点分野である情報通信分野に位

置づけられるもの。 

○「ＩＴ新改革戦略」（２００６年１月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

次世代のＩＴ社会の基礎となる研究開発の推進等に対応。「ＩＴによる地域活性化等緊急プ

ログラム」（２００８年２月）、「ＩＴ政策ロードマップ」（２００８年６月）、「重点計画－

２００８（２００８年８月）」等を策定。 

 

 

３．達成目標 

（１）情報経済社会を形成する上で必要不可欠な基盤技術である情報通信機器・デバイス等に

関しては、「革新的な技術の確立」と「その開発成果の普及促進」を図る。 

【目標】 

・情報通信機器・デバイス産業の付加価値額を、２０２０年度において、２００８年度比

で、約５０％増加させる。 

・半導体の微細化に係る革新的基盤技術の開発（テクノロジーノード４５ｎｍ以細） 

・革新的な大型ディスプレイ技術の開発（消費電力を現状機器と比較して約５０％以下） 
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・革新的なネットワーク機器技術の開発（消費電力を現状機器と比較して６０％以下） 

 

（２）経済社会システムの信頼性確保に大きく寄与する情報システム・ソフトウェアに関して

は、品質、信頼性及び生産性の向上や産学官の開発リソースの連携強化により、「人材育

成」と「ソフトウェア工学の開発」等を積極的に推進する。 

【目標】 

・情報サービス・ソフトウェア産業の付加価値額を、２０１５年度において、２００４年度

比で、約２５％増加させる。 

・組込みシステム等の不具合発生率（２０１１年度までに２００６年度比５０％減） 

 

 

 

４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

 

Ⅰ．ＩＴコア技術の革新 

［ｉ］世界 先端デバイスの先導開発 

（１）次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金）（再掲） 

（３）ドリームチップ開発プロジェクト（運営費交付金） 

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

（５）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新構造ナノ電子デ

バイス（再掲） 

（６）スピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

（７）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金）（再掲） 

 

［ii］半導体アーキテクチャの革新 

（１）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

（２）次世代回路アーキテクチャ技術開発事業 

 

［iii］光技術の革新利用 

（１）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金）（再掲） 

（２）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金）（再掲） 

（３）三次元光デバイス高効率製造技術（運営費交付金）（再掲） 

 

 

Ⅱ．省エネ革新 

［i］情報ネットワークシステムの徹底的省エネの実現 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

（３）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業（再掲） 
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［ii］情報機器の徹底的省エネの実現 

（１）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液晶及び大

型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するための研究開発を行

う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴアレイプ

ロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技術を確立する。ま

た、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

 

［iii］省エネを支えるプロセス基盤技術 

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち窒化物系化合物半導体基板・

エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）（再掲） 

 

 

Ⅲ．情報爆発への対応 

ＩＴの利活用による知の創造 

（１）情報大航海プロジェクト 

（２）ITとサービスの融合による新市場創出促進事業 

 

 

Ⅳ．情報システム・ソフトウェアの安全性・信頼性・生産性の向上とオープンスタンダードの普

及推進 

（１）セキュアプラットフォームプロジェクト 

（２）産学連携ソフトウェア工学の実践（運営費交付金を含む） 

（３）オープンソフトウェア利用促進事業（運営費交付金） 

（４）ＩＴ投資効率向上のための共通基盤開発プロジェクト 

（５）ＩＴＳの規格化事業（第２フェーズ） 

 

 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備 

【法律】 

・ 情報処理の進行を目的に、昭和４５年に情報処理の促進に関する法律が制定。 

・ 半導体集積回路の回路配置の適正な利用の確保を目的に、昭和６３年に半導体集積回路の

回路配置に関する法律が制定。 

 

本プロジェクト
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【税制】 

・ 情報セキュリティ強化を確保しつつ生産性の向上を図るためのＩＴ投資に対し、３５％特

別償却又は７％税額控除（情報基盤強化税制）。 

・ ソフトウェアを含む機械装置等に対し、３０％特別償却又は７％税額控除（中小企業投資

促進税制）。 

 

【国際標準化】 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活動

（国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ））、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された標準の

提案等）を実施する。特に、産学連携ソフトウェア工学の実践における組込みソフトウェア開

発については、国際標準の動向を踏まえた開発を促進することにより、プロジェクトの成果の

幅広い普及を促進する。 

 

【関係機関との連携】 

各プロジェクトのうち、研究開発を効率的・効果的に推進する観点から関係機関との連携

が必要なものについては、これを積極的に行う。 

但し、関係機関が行う研究開発等の独自性を妨げるものではない。 

 

【導入普及促進〕 

成果の普及を図るため、これまでの終了プロジェクトの成果の全部または、一部についてはオー

プンソースソフトウェアとして公開する。また、高信頼な組込みソフトウェアの開発では、ソフ

トウェアエンジニアリングセンター（ＳＥＣ）において提供される各種エンジニアリング手法を

開発現場に適用し、当該技術の効果を明らかにしながら開発を進める。 

 

【その他】 

・グラント事業 

ＮＥＤＯの産業技術研究助成事業を活用し、萌芽的・革新的な情報通信関係の技術シー

ズの発掘を行う。また、ソフトウェア分野の独創的な技術やビジネスシーズを有した人材

を発掘する。 

・事業終了後の連携 

産学官連携の研究体制を通して活動を行い、これらの事業の終了後も各分野の研究者・

技術者が有機的に連携し、更に新たな研究を作り出す環境を構築する。 

・人材育成 

 ハードウェア分野においては、出来る限り大学との連携を重視し、各種フェローシップ

制度を活用しつつ、 先端の情報通信基盤研究現場への学生等の参画を推進することによ

り次世代の研究開発人材の育成を図る。また、ソフトウェア分野における独創的な人材を

発掘し、育成するとともに、優秀な人材が集うコミュニティを構築するなど、発掘された

人材の才能をさらに伸ばすための取組を進める。 

・広報／啓発 

 毎年１０月を「情報化月間」としている。 
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６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業名

に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総

額の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

 

７．改訂履歴 

（１） 平成１２年１２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画を制定。 

（２） 平成１４年２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体

デバイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム

基本計画（平成１２・１２・２７工総第１２号）は廃止。 

（３） 平成１５年１月３１日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体

デバイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム

基本計画（平成１４・０２・２５産局第１７号）及び次世代半導体デバイスプロセス等基

盤技術プログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第１８号）は、廃止。 

（４） 平成１５年３月１０日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画、次世代半導体デ

バイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画、次世代ディスプレイ技術開発プログラム

基本計画及び情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信基

盤高度化プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及び次世代半導体デバ

イスプロセス等基盤技術プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第２号）は、廃

止。 

なお、情報通信機器高度化プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及

び次世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画（平成１５・０１・２９

産局第２号）の一部は、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本計画及び情報通信基

盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画へ移行。 

（５） 平成１６年２月３日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情

報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信機器高度化プログ

ラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１４号）、次世代半導体デバイスプロセス等基

盤技術プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第７号）、次世代ディスプレイ技術

開発プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第４号）は、高度情報通信機器・デ

バイス基盤プログラム基本計画に統合することとし、廃止。また、情報通信基盤ソフトウ

ェア開発推進プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１４号）は、廃止。 

（６） 平成１７年３月２５日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画を制

定。高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第

１号）は廃止。また、平成１７年３月３１日付け、情報通信基盤ソフトウェア開発推進プ

ログラム基本計画を制定。情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成

１６・０２・０３産局第２号）は廃止。 

（７） 平成１８年３月３１日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び

情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバ

イス基盤プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第７号）及び情報通信基盤ソフ

トウェア開発推進プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第６号）は廃止。 
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（８） 平成１９年４月２日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情

報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバイ

ス基盤プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第４号）及び情報通信基盤ソフト

ウェア開発推進プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第５号）は廃止。 

（９） 平成２０年４月１日付け、ＩＴイノベーションプログラム基本計画を制定。情報通信機

器高度化・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第７号）及び情

報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第８号）

は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（９） 平成２１年４月１日付け、ＩＴイノベーションプログラム基本計画を制定。ＩＴイノベ

ーションプログラム基本計画（平成２０・０３・２７産局第１号）は、廃止。 
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（抜粋） 
平成２１・０３・２６産局第１号 

平 成 ２  １  年 ４  月 １  日 
 

エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

１． 目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築

に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要するととも

に大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組を行う

ことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示

し、官民双方がこの方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能と

なる。 

エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減するとい

う長期目標を達成するため、以下に政策の柱毎に目的を示す。 

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな製

造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界 高水準の省エネルギーを達成している。

今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエネルギー

利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部門において、

総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。 

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、わが国エネルギー需給構造上、 も脆弱性

が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となってい

る。 

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存度

が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向性を

共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。 

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖化

対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ向け

ての課題が存在する。 

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進のた

めの関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。 

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー源

である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。 

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安全

保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、我が

国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、その有

効かつクリーンな利用を図る。
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２．政策的位置付け 

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定） 

２００８年６月の福田総理（当時）のスピーチ「福田ビジョン」等を受け、我が国が

低炭素社会へ移行していくための具体的な道筋を示すため、国全体を低炭素化へ動か

す仕組みや革新的な技術開発、国民一人ひとりの行動を促すための取組について策定。 

「環境エネルギー技術革新計画」や「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に

示された革新的技術の開発に５年間で３００億ドル程度を投入するという具体的な目

標が示された。 

○ 環境エネルギー技術革新計画（２００８年５月） 

温室効果ガスの大幅な削減を目指すだけでなく、エネルギー安全保障、環境と経済の

両立、開発途上国への貢献等を考慮し、以下の戦略等を策定。 

１．低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略 

２．国際的な温室効果ガス削減策への貢献策 

３．革新的環境エネルギー技術開発の推進方策 

○ Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年３月） 

２００７年５月の総理イニシアティブ「クールアース５０」を受け、世界全体の温

室効果ガスの排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達

成するため、エネルギー分野における革新的な技術開発について検討をおこない、２

１の技術を選定。 

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定） 

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、 

１． 総合エネルギー効率の向上に資する技術 

２． 原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術 

３． 運輸部門のエネルギー多様化に資する技術 

４． 新エネルギーに関する技術 

５． 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術 

 以上が位置づけられている。 

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月） 

世界 先端のエネルギー需給構造の実現を図るため 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 運輸エネルギーの次世代化計画 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。 

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。 
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○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

資源・エネルギー政策の戦略的展開として 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

５． 資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化 

 以上が位置づけられている。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。 

 

 

３．達成目標 

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス効率

向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、ＧＤＰ当たりのエネルギ 

ー消費指数を２０３０年度までに少なくても３０％改善することを目指す。 

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。 

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエ

ネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すこと

で、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。 

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。 

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ 

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。 
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４．研究開発内容 

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

４－Ⅰ－ⅰ．共通 

（１）省エネルギー革新技術開発事業（運営費交付金） 

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

（３）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術 

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

（２）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金） 

（３）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金） 

（４）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金） 

（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金） 

（６）希少金属等高効率回収システム開発 

（７）低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発 

（８）環境調和型水循環技術開発 

（９）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発 

（１０）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業 

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発 

（１２）高効率ガスタービン実用化技術開発 

（１３）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金） 

（１４）革新的省エネセラミックス製造技術開発（運営費交付金） 

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術 

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金） 

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（４）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照) 

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－

Ⅳ－ⅴ参照） 

（１１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅳ－ⅴ参照) 

（１２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照） 
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４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金） 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金） 

 

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴア

レイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技術を

確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る技術を

確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金） 

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金） 

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金） 

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金） 

（８）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金） 

（９）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業（運営費交付金） 

 

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術 

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金） 

（２）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金） 

（３）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用） 

（４）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金） 

（５）省エネ用炭素繊維複合材技術開発 

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術 

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物 

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金） 

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

（３）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金） 

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

（５）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金） 

 

本プロジェクト 
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４－Ⅰ－ⅶ．その他 

（１）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤） 

 

 

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

４－Ⅱ－ⅰ．共通 

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照） 

（５）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ

参照） 

 

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料 

（１）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照） 

 

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（３）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（４）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車 

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照） 

 

 

４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

４－Ⅲ－ⅰ．共通 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金） 

（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金） 

（３）新エネルギー技術実用化補助金（運営費交付金） 

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金） 
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４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力 

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発 

 

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵 

（１）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金） 

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照） 

 

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等 

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金） 

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金） 

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金） 

（４）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金） 

 

４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金） 

（３）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金） 

（４）セラミックリアクター開発（運営費交付金） 

（５）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金） 

（６）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金） 

（７）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金） 

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金） 

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金） 

（１０）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金） 

（１１ ）将来型燃料高度利用技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル 

＜新型軽水炉＞ 

（１）次世代軽水炉等技術開発 

＜軽水炉使用済燃料再処理技術の高度化＞ 

（２）使用済燃料再処理事業高度化 

＜プルサーマルの推進＞ 

（３）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発 

＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞ 

（４）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発 

＜ウラン濃縮技術の高度化＞ 

（５）遠心法ウラン濃縮技術開発 

＜回収ウラン＞ 

（６）回収ウラン利用技術開発 
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＜共通基盤技術開発＞ 

（７）革新的実用原子力技術開発 

 

４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル 

（１）発電用新型炉等技術開発 

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分 

（１）地層処分技術開発 

（２）管理型処分技術開発 

（３）放射性廃棄物共通技術開発 

 

４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術 

（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金） 

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金） 

 

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術 

（１）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金） 

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

（３）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金） 

 

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術 

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金） 

（２）石炭生産技術開発 

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金） 

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発 

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金） 

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発 

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発 

 

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術 

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発 

（２）石油精製高度機能融合技術開発 

（３）将来型燃料高度利用技術開発 

（４）革新的次世代石油精製等技術開発 

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発 

（６）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金） 

（７）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－

ⅰ参照） 

（８）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照） 
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４－Ⅴ－ⅲ．オイルサンド等非在来化石資源の利用技術 

（１）メタンハイドレート開発促進委託費 

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術 

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト 

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金 

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金 

（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）（クリーン・コール・テクノロジーの研

究開発の一部） 

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金 

（６）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ

－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅴ．その他共通 

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照) 

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）水素貯蔵材料先端基盤研究事（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１１）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

 事業者単位の規制体系の導入 

 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化 

 セクター別ベンチマークアプローチの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等） 

 トップランナー基準の対象機器の拡充等 

 アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上 

 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組 

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

 公共的車両への積極的導入 

 燃費基準の策定・改定 

 アジアにおける新エネルギー協力 

 国際標準化による国際競争力向上 

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

 補助金等による導入支援 
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 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大 

 新エネルギー産業構造の形成 

 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討 

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保 

 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現 

 資源確保戦略の展開 

 次世代を支える人材育成 

 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援 

 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与 

 国と地域の信頼強化 

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経済

関係強化など） 

 化石燃料のクリーンな利用の開拓 

 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業名

に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総

額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテー

マを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、実施さ

れるものである。 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ 

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プロ

グラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池／水

素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、新エネ

ルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・０

６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局

第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１号）、

原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、廃止。 

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局

第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１２号）、

原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、廃止。

また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産局第２

号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラム基本計



（Ｂ）イノベーションプログラム基本計画－18 
事業原簿 公開版 

画に統合することとし、廃止。 

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局

第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７号）、

原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、廃止。 

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省エ

ネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネル

ギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開発プ

ログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム基本計

画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１９・

０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（６）平成２１年４月１日付け制定。エネルギーイノベーションプログラム基本計画（平

成２０・０３・２５産局第５号）は廃止。 
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（Ｃ）技術戦略マップ（分野別技術ロードマップ） 

 

 技術戦略マップ3は、新産業を創造していくために必要な技術目標や製品・サービス・

コンテンツの需要を創造するための方策を示したものであり、経済産業省およびＮＥＤＯ

が、産学官の専門家の英知を結集してとりまとめたものである。ディスプレイは、ユーザ

ビリティ分野の中に位置付けられており、下記のように大型化・高精細化に伴う技術の研

究開発として実施している。ディスプレイ分野のロードマップを次ページに示す。本プロ

ジェクトは、「低消費電力化」、「駆動電力低減」と関係した技術内容を開発する。 

 

                                                 
3 技術戦略マップ： http://www.nedo.go.jp/roadmap/ 

図 ユーザビリティ分野におけるディスプレイ技術の位置付け 
（「技術戦略2009」より）
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（Ｄ）ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ および事前評価書 

 

 NEDO POST4とは、ＮＥＤＯが新規に研究開発プロジェクトを開始するにあたって、プロ

ジェクト案の概要を示し、ウェブを活用して広くパブリック・コメントを集める手段であ

り、その結果をプロジェクト検討に役立てることによって、より社会のニーズに適合した

プロジェクトを効率的に実施するためのコミュニケーション・ツールである。図のように、

３つのフェーズごとに意見収集を行い、プロジェクト基本計画の策定などに利用している。 

 事前評価書は、新規に事業を開始する際に事業の推進部自らが、別途定められた評価項

目・基準によって評価するものである。これによって、事業目的、目標設定根拠の明確化、

実施内容の重複排除等を行い、事業の効率的かつ効果的な実施を行っている。本プロジェ

クト立ち上げにあたって公開された NEDO POST および事前評価書を次ページ以降に示す。 

 

 

 

＜NEDO POST1＞  

 NEDO の新規研究開発プロジェクトに関し

て、主にプロジェクト実施の必要性、有効性

の観点からのご意見を求める。 

 

 

 

＜NEDO POST2＞ 

 NEDO の新規研究開発プロジェクトに関し

て、主にプロジェクトの実施内容についてご

意見を求める。 

 

 

＜NEDO POST3＞ 

NEDO の新規/拡充研究開発プロジェクトの基

本計画（案）を提示してパブリック・コメン

トを求め、かつ公募に先立って計画の概要を

お知らせする。 

 

                                                 
4 NEDOPOST：http://www.nedo.go.jp/nedopost/index.html 
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（ＮＥＤＯＰＯＳＴの案内） 
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ＮＥＤＯＰＯＳＴ １ 
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ＮＥＤＯＰＯＳＴ ２ 
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ＮＥＤＯＰＯＳＴ ３ 
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事前評価書 
 

作成日 平成 19 年 2月 27 日 

１． 事業名称 

 （コード番号） 

 次世代大型低消費電力プラズマディスプレイ基盤技術開発プ
ロジェクト 

２．推進部署名  電子・情報技術開発部 

３．事業概要 

(1) 概要：薄型ディスプレイテレビにおいて、大型・高精細・
高性能等の消費者ニーズを反映して１台当たりの消費電力が
急増している問題に対し、低消費電力化を実現するための次
世代の大型プラズマディスプレイに関する研究開発を行う。
具体的には、低電圧駆動化による低消費電力化技術や、製造
時の電力消費を大幅に削減する新規生産プロセス技術などの
研究開発を行う。 

(2) 事業規模：総事業費（国費分）21.5 億円（未定）（1/2 補
助） 
(3) 事業期間：平成 19 年度～23 年度（5 年間） 
 

４．評価の検討状況 

（１） 事業の位置付け・必要性 
全世界のテレビ市場規模は 2008 年では 2 億台と予測されている中、近年、ブ

ラウン管（CRT）からフラットパネルディスプレイ（FPD）への置き換わりが進ん
でおり、一層 FPD の需要が増大すると予想される。このように、FPD はテレビ産
業を支える重要な柱となりつつあり、消費者ニーズを反映し日々、性能・精細度
の向上や画面サイズの大型化が進んでいる。 
これに伴い、テレビ 1 台当りの消費電力も増加傾向にあり、このままでは、電

力エネルギーの大幅な増加が懸念される。この抜本的な課題対策に向けて、大画
面かつ高精細・高画質でありながら電力消費の少ない次世代 FPD の基盤技術の確
立が必須となってくる。 
さらには、全世界に広がるテレビ市場にわが国の産業界が、従来の先陣を堅持

継続し、経済発展に寄与するためにも、このような国際競争力のある技術開発を
国家規模で進めることが非常に重要である。 
従って、本事業では、このような社会変化を背景として、大型低消費電力プラ

ズマディスプレイの実現に向けて革新的な技術開発をわが国の企業・研究機関が
一体となって取り組むべきである。 
 

（２） 研究開発目標の妥当性 
 現状の薄型テレビは、ハイビジョン対応に技術移行をしているが、今後の放
送、情報インフラの進展との整合性を考慮すると、表示性能、解像度、画面サイ
ズは飛躍的に向上し、今後５年間で、２倍以上の薄型テレビ出荷台数の伸びが予
測されるため、低消費電力化技術が極めて重要になる。 
この観点から、プラズマディスプレイ技術を根本的に見直し、次世代技術の

トータル的な開発により、大型で高精細・高画質でありながら、従来の中型並み
またはそれ以下の低消費電力の実現を狙い、電力消費量の抑制を図ることは重要
である。 
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（３） 研究開発マネジメント 

公募を行い、広く産業界の協力を得て、最適な研究開発体制を構築する。ま

た、本プロジェクトにおいては、産学官共同開発体制の下で推進することによ

り、技術開発の促進と実用化の加速を図る。 

プロジェクト開始後 3 年目を目途に中間評価を予定し、その評価結果を踏ま

えて事業全体について見直しを行い、適切な運営管理に努める。 

 

（４） 研究開発成果 

大型低消費電力薄型ディスプレイの革新的な技術開発が達成され、大型テレビ

の国内電力消費量を抑制することが可能となる。 

 

（５） 実用化・事業化の見通し 

基盤技術開発と並行して、実用化展開を検討し、成果は早期に事業への導入が

可能となるように研究開発を進めることで、プロジェクト終了後、間もない事業

化が期待される。 

 

（６） その他特記事項 

大きな市場規模をもつ薄型ディスプレイ産業において、省エネルギーに寄与す

る技術を実現し、今後とも国際競争力を維持し、わが国の産業として拡大して行

くため、産学官で連携し、知的財産の確保と技術流出の防止を戦略的に行なうこ

とが重要。 

 

５．総合評価 

ＮＥＤＯの実施する事業として、産学官の共同研究開発体制を構築しながら適

切に推進することが重要。 

 

（注）事業の全体像がわかる図表を添付すること。 
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（Ｅ）プロジェクト用語集 

 

用語 説明 

FPD Flat Panel Display の略でPDPやLCD（液晶ディスプレイ）、有機

ELディスプレイなどの総称 

SHV スーパーハイビジョンの略記 

SrCaO SrOとCaOが置換型の固溶体として結晶化した保護膜で、両者の比

率は連続的に変えられる。MgOより高いγ係数を示すが、化学的に

活性であり、大気と反応して容易に炭酸化および水酸化する。 

Vf1 第一点灯電圧（ファーストオン電圧）。全セルが非点灯状態にお

いて，維持電圧を上げていくと最初に一つのセルが点灯する。こ

の時の電圧を第一点灯電圧（Vf1）と呼ぶ 

Vfn 最終点灯電圧（ラストオン電圧）。Vf1からさらに電圧を上げてい

くと点灯するセルが増えていき，ついには全セルが点灯を完了す

る。この時の電圧を最大放電開始電圧（Vfn）と呼ぶ。 

Vsmn 第一消灯電圧（ファーストオフ電圧）。全セル点灯状態から電圧

を下げていくと，Vfn、Vf1より電圧が下がっても点灯状態を維持

しており，更に下げていくと最初に一つのセルが消灯する。この

電圧を第一消灯電圧（Vsmn）と呼ぶ。AC型PDP駆動では全セルが安

定に点灯状態，非点灯状態を維持する様に，パネル駆動電圧は第

一点灯電圧と第一消灯電圧の間に設定される。 

Vsm1 最終消灯電圧（ラストオフ電圧）。第一消灯電圧（Vsmn）よりさ

らに電圧を下げていくと消灯するセルが増えていき，最後には全

セルが消灯する。この電圧を最終消灯電圧（Vsm1）と呼ぶ。 

VUV vacuum ultra violet emission →真空紫外光の項参照 

アドレス電極 データ電極とも言う。背面基板に配置されていて，データ書き込

み動作時に電圧を印加して、各サブピクセルの壁電荷を制御する

ことで、各サブピクセルを発光させるかを制御するために用いら

れている。電極材質としては銀、クロム/銅/クロム用いられてい

る。 →PDPの構造図 参照 

アノード電極 放電デバイスにおいて、他方の電極に対して相対的に正の電位が

与えられた電極を指す。 

エージング PDPパネルの製作直後において、特性の安定化を図るために放電発

光させた動作状態を一定時間継続すること。 

画素 pixel ディスプレイ上で画像を構成する最小単位。カラーPDPの場

合，画素はR，G，Bのサブピクセルからなる。 
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用語 説明 

カソード電極 放電デバイスにおいて、他方の電極に対して相対的に負の電位が

与えられた電極を指す。 

γ（係数） イオンに対する二次電子放出係数。 

希ガス 第18族（0族）元素のことで、最外殻電子が閉殻となっているため、

化学的に非常に不活性であることから不活性ガスともいう。ヘリ

ウム・ネオン・アルゴン・クリプトン・キセノン・ラドンのこと

グロー放電 低圧の気体中の持続的な放電現象である。真空度が1Torr程度、冷

陰極放電電流が1mA程度の場合にはグロー放電(glow discharge)が

おこる。グロー放電に発展しない段階の非常に弱い放電はタウン

ゼント放電(Townsend discharge)とよばれる。電子、イオンによ

る空間電荷の影響が小さく、空間の電場は電極に加えられた電圧

でほぼ決まるのがその特徴である。 

蛍光体 Ⅹ線、真空紫外線、紫外線、可視光線、赤外線等の電磁波や、α

線、電子線といった荷電粒子の照射、あるいは電圧や機械的衝撃

を加えることで与えられたエネルギーを光に変換する物質のこ

と。PDP用では真空紫外光を可視光に変換する無機粉末蛍光体を用

いる。 

高γ材料 従来の保護膜材料MgOに対して二次電子放出係数γが高い物質の

総称 

高γ保護膜 従来の保護膜材料MgOに対して二次電子放出係数γが高い物質を

用いた保護膜の総称 

シール PDPを構成する前面版と背面板を貼り合わせるための層。シール材

料として低融点ガラスが用いられている。 

真空紫外光 紫外光は360～400nm以下，1～10nm以上の波長の光であるが、200nm

以下の紫外光は酸素や水の吸収を受けるため、この領域の光を取

り扱う場合には真空が必要になることから、200nm以下の波長の光

を真空紫外光と呼ぶ。 

スーパーハイビジョン NHK放送技術研究所が開発を行っている縦4320×横7680画素の超

高精細映像システム。映像フォーマットは、2006年7月にＩＴＵ（国

際電気通信連合：International Telecommunication Union）の大

画面映像の国際標準として承認された。 

セル cell 独立に点灯非点灯が制御されるＲ，Ｇ，Ｂのサブピクセルそ

のものをセルと呼ぶ 。 
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用語 説明 

前面板 PDPを構成する２枚のガラス基板の内、人が見る側の基板を前面板

という。前面版には透明電極、バス電極、誘電体層、保護膜が形

成されている。 →PDPの構造 参照 

ダイナミック駆動 PDPにおいて、初期化動作、表示画素選択、発光動作（維持放電）

など表示を成り立たせるための駆動手段を有する駆動様式の総

称。 

タウンゼント放電 外部印加電圧によって形成された電極間の電界によりその動作が

制御される放電形態。 

データ電力 PDPのダイナミック駆動において、初期化動作、表示画素選択、発

光動作（維持放電）の一連の駆動のうち、表示画素選択に必要な

電力。 

二次電子放出係数 固体に電子、イオン、励起種（ラジカル）などのエネルギー粒子

が接近もしくは衝突した際に固体から飛び出す電子を二次電子と

呼び、その飛び出しやすさを一個のエネルギー粒子あたりの電子

の数で表した係数。電子入射に対する係数をデルタδ係数、イオ

ンに対する係数をγ係数と呼ぶ。 

ハイビジョン 日本における高精細度テレビジョン放送（High Definition 

television/HDTV）の愛称で、NHKが商標権を有する。 

背面版 PDPを構成する２枚のガラス基板の内、人が見る側と逆の基板を背

面板という。背面版にはアドレス電極、誘電体層、リブ、蛍光体

層が形成されている。 →PDPの構造 参照 

バス電極 bus electrode 表示電極において印加電圧を発光点に効率良く印

加させるために配置された低抵抗な金属電極で銀，クロム/銅/ク

ロム用いられている。 →PDPの構造 参照 

発光効率 投入電力から可視発光への変換効率のこと。出射光束がランバー

ト余弦別に従う（輝度に指向性がない）として，発光効率η（1m/W）

は，正面輝度Ｌ（cd/m2），発光領域面積Ｓ（m2），投入電力Ｐ（W）

を用い，η＝πＬＳ/Ｐにより求めることができる。なおプラズマ

ディスプレイの場合，投入電力には表示放電に投入される放電電

力（容量性負荷に対する充放電無効電力を除く）が用いられる。

バリアリブ 隔壁、あるいは単にリブともいう。背面版に配置されていて、放

電空間を維持する役割と隣接セル間を分離し、隣接セルの放電に

よる誤放電を抑制する役割を持つ。通常バリアリブには低融点ガ

ラスが用いられている。 →PDPの構造 参照 
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用語 説明 

プラズマ 正イオンと電子・負イオンが混在して、電気的に中性な状態 

フルＨＤ 従来の標準放送（NTSC、PAL、SECAMなどの方式）の2倍程度の走査

線を持つもの 

放電ギャップ 放電する際のアノード電極とカソード電極間の距離。維持放電で

は透明電極間の距離をいう。 

放電セル セル、サブピクセルと同義 

保護膜 AC型PDPの放電電極表面を覆うガラス誘電体の放電空間に接する

面に形成された500nm程度の絶縁性薄膜で、イオンに対して耐スパ

ッタ性が高く二次電子放出係数の高い材料が好ましい。通常はMgO

の電子ビーム蒸着膜が用いられる。 →PDPの構造 参照 

誘電体層 前面ガラス基板においては，放電中に生成した電荷が保護層の表

面電荷として蓄積されて空間中の電界を減衰させ放電を制限させ

る効果を持つ。通常誘電体層には低融点ガラスが用いられている。

→PDPの構造 参照 

リセット放電 ダイナミック駆動において、前の放電で残った壁電荷を消去する

ために行う放電。 

リブ →バリアリブ 参照 

ローカルディミング 液晶テレビのバックライトＬＥＤ（発光ダイオード）の部分輝度

コントロールの新技術。液晶テレビのコントラスト向上と低消費

電力化の技術として期待されているが、制御が複雑で高コストが

課題である。 

PDPの構造と名称  

 

前面板

背面板

ガラス基板
透明電極

バス電極

誘電体層

アドレス電極蛍光体

リブ

保護膜

誘電体層

前面板

背面板

ガラス基板
透明電極

バス電極

誘電体層

アドレス電極蛍光体

リブ

保護膜

誘電体層
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Ｉ．事業の位置付け・必要性について 

 

１．ＮＥＤＯの関与の必要性・制度への適合性 

 

１．１ ＮＥＤＯが関与することの意義 

1.1.1 政策への適合性 

 ディスプレイは、テレビ用途のみならず、パーソナルコンピューターや携帯電話などのモニタ

用途としても広く使われている。また、街頭や商業施設などにおいてもディスプレイを使用して

情報発信するデジタルサイネージとしての利用も高まりつつある。情報通信（ＩＴ）技術の発達

により、情報を表示する手段としてのディスプレイの需要は高まっており、その中でディスプレ

イ技術は情報通信技術の重要な役割を担っている。その一方で、ＩＴ機器の普及によって情報通

信量が急増し、ＩＴ機器の消費電力量も増大しているため、対策が求められている。 

 こうした中、我が国の政府も情報通信分野を重視した研究開発政策を進めている。これまでに

政府は、「科学技術創造立国」を国家戦略として打ち立て、科学技術基本法の下で「科学技術基

本計画」に基づく総合的施策を強力に推進してきた。ディスプレイ技術が含まれる情報通信分野

は、「第３期科学技術基本計画」（計画年度：平成１８年度から２２年度）においても「重点推

進４分野」（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料）の一つとして位置

付けられ、優先的な資源配分を行う対象となっている。経済産業省の「新産業創造戦略２００５」

（平成１７年６月）においても、情報家電分野は日本の将来を支える戦略７分野（燃料電池、情

報家電、ロボット、コンテンツ、健康・福祉・機器・サービス、環境・エネルギー・機器・サー

ビス、ビジネス支援サービス）の一つとして位置付けられ、具体的な市場規模、目標年限を明示

した政策のアクションプランが明示された。また、内閣に平成１３年から設置されたＩＴ戦略本

部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）による「ＩＴ新改革戦略」（平成１８年１

月）では、ＩＴを駆使した環境配慮型社会の実現に向けて、ＩＴ機器によるエネルギーの使用量

を抑制化する取り組みが目標としてあげられており、「重点計画２００８」（平成１９年８月）

の中においてディスプレイの省エネ化が具体的な施策として取り上げられている。さらに、経済

産業省の「経済成長戦略大綱」（平成１９年６月改訂）においても「持続的なＩＴの活用を可能

とするため、半導体やＩＴ機器・システムの省エネルギー技術の開発を強化するとともに、省エ

ネ法におけるトップランナー制度の活用等、研究成果の普及に向けた取組を進める」と示されて

いる。このように、情報通信技術に関する政策は多く、国家的な戦略として支援が行われている。 

 このような位置付けのもと、経済産業省「イノベーションプログラム基本計画」（平成２０年

４月）が策定されている。このうちＩＴイノベーションプログラムでは、我が国が目指す高度情

報通信ネットワーク社会の構築に向けて、情報化の進展に伴うエネルギー消費量の増大等の課題

に考慮した情報通信技術を開発し、実社会への利用を促進することがねらいとなっている。また、

エネルギーイノベーションプログラムでは、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその

成果の導入を促進する取り組みが行われる。独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構

（以下、ＮＥＤＯと略記する）が実施する本プロジェクト（次世代低消費電力プラズマディスプ
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レイ基盤技術開発）は、このＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプ

ログラムの一環として実施するものである。 

 以上のように、本プロジェクトが目指す情報通信技術の開発および省エネ技術の開発は、国の

産業技術政策とも合致するものとなっている。 

 

1.1.2 ＮＥＤＯ中期計画における位置付け 

 ＮＥＤＯの第２期中期計画5においては、情報通信分野の目標として、高度な情報通信（ＩＴ）

社会の実現とＩＴ産業の国際競争力の強化があげられている。そのためのディスプレイ技術の開

発として、ＮＥＤＯでは大画面・高精細・高画質でありながら低消費電力化を実現する技術の開

発を推進する。 

 図Ⅰ-1-1 にＮＥＤＯにおける電子・情報技術開発部の取り組みをまとめて示す。ここで示す５

つの技術分野（半導体技術、ストレージ・メモリ技術、コンピュータ技術、ネットワーク技術、

ユーザビリティ技術）は、経済産業省の「技術戦略マップ」における情報通信分野の区分、およ

びＮＥＤＯの「技術ロードマップ」の区分に対応するものである。ＮＥＤＯでは、本プロジェク

トのディスプレイ技術をユーザビリティ分野に位置付け、薄型ディスプレイ市場において引き続

き主流となるプラズマディスプレイの低消費電力化に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1-1 NEDO における電子・情報技術開発部の取り組み 

                                                 
5 NEDO 中期計画： http://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/tsusoku/cyuukikeikaku2.pdf 

①継続的イノベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤の実現
②革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現
③すべての国民がITの恩恵を実感できる社会の実現

いつでも、どこでも、誰でもITの恩恵を実感できる社会の実現（IT新改革戦略）ＩＴ戦略本部
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1.1.3 ＮＥＤＯが関与する必要性・意義 

本プロジェクトは、次の視点からＮＥＤＯが関与する必要性・意義がある。 

 

（１）公益性と CO2削減効果 

ディスプレイ技術は、将来の情報通信分野における中核的・革新的技術であり、我が国のエレ

クトロニクス産業の優位性の確保と情報化社会の推進にとって大きな意義を持つものである。ま

た、ディスプレイの用途のひとつであるテレビは、国民にとって関心の高い商品であり、技術開

発に対する期待も大きいものである。図Ⅰ-1-2 のように家庭内の電気使用量において、テレビは

約 10％を占める。ディスプレイの低消費電力化を実現すれば、家庭内電気料金を減らすことがで

きることから、公共性が高いプロジェクトであるといえる。 

また、地球温暖化対策への取り組みとしても重要であり、本プロジェクトの成果によってテレ

ビやＩＴ機器に利用されているディスプレイの消費電力を削減し、CO2排出量削減に大きく貢献で

きる。このように国家的な取り組みとも合致するプロジェクトであり、ＮＥＤＯが関与して取り

組む意義がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1-2 家庭における消費電力量の割合 

（資源エネルギー庁 「平成 16 年度電力需給の概要」より作成） 
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（２）国際競争力確保 

ディスプレイ産業は、日本、韓国、台湾が凌ぎを削っている国際競争の激しい技術分野である。

プラズマテレビ販売のブランド別シェアでは、図Ⅰ-1-3 に示すようにパナソニックが 40.0%を占

め、次いでサムスン電子 23.0%、LG 電子 14.7%、パイオニア 5.9%、日立製作所 4.0%と続き、日韓

の企業がシェアを二分している状態が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1-3 世界市場におけるプラズマテレビシェア（金額：平成20年Ｑ３） 

（第 16 回ディスプレイサーチフォーラム（2009 年 1 月）をもとに作成） 

 

 

韓国では、ディスプレイ業界における韓国の地位をより一層高めようと、国家的な戦略を打ち

出した。韓国の産業資源部は、平成 19 年 5 月に大手ＦＰＤメーカー４社（サムスン電子、サムス

ンＳＤＩ、ＬＧ電子、ＬＧフィリップスＬＣＤ）と特許協力や共同研究開発の推進など８項目に

おける団結を盛り込んだ「８大相互協力決議」を採択している。さらに、韓国政府が平成１９年

に策定した「第 2 次科学技術基本計画（2008-2012 年）」は、平成 20 年 8 月に「先進一流国家に

向けた李明博政権の科学技術基本計画(577 イニシアチブ)」として改訂され、この中でも「次世

代ディスプレイ技術」が重点育成技術として取り上げられている。このような動きから、韓国の

ディスプレイ産業が活発化し、日韓企業の競争がより激化すると考えられる。 

中国では、ChangHong（長虹）が平成 21 年よりプラズマディスプレイパネルの量産を開始し、

プラズマディスプレイ事業に本格参入してきた。また、安徽省合肥市でプラズマディスプレイ工

場を建設する（平成 23 年 3 月生産予定）との発表があり、今後は中国企業を含めた競争も予想さ

れる。 

我が国は、プラズマディスプレイの性能や製造技術についてはトップレベルであるが、海外メ

ーカーの猛追で国際市場環境は一層厳しくなっている。従って、今後も需要が見込まれるプラズ

マディスプレイについても、技術力、産業力の強化を継続的に行うことは必要不可欠である。特

に、ディスプレイ技術がコア技術となる情報家電分野において、激しい国際競争社会における我

が国がＩＴ産業のプレゼンスを確保するためには、国内企業間の連携や技術の共通化が重要であ
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り、民間活動のみでは十分でなく、ＮＥＤＯが関与する意義がある。 

 

（３）民間企業ではリスクのある研究開発内容 

ディスプレイ産業において国際的に厳しい競争環境にある中、世界市場におけるテレビの競争

力は、高精細・大画面とコストであり、消費電力量の低減への配慮は劣後しがちなのが現状であ

る。そのため、低消費電力化に関する技術開発の自助努力についても限界があり、国からの助成

によって低消費電力技術の開発を支援する必要がある。本プロジェクトで取り組む技術は、大型

ディスプレイ市場を牽引するプラズマテレビ分野の省電力化を目的として、長期的な視野に基づ

いた研究開発活動が必要な技術分野であり、民間企業単独での実施にはリスクがある技術分野で

ある。また、参画する企業が共通に利用できる技術を開発することによって、企業間の連携を強

め、技術の共通化を行うこともできる。従って、ＮＥＤＯが関与する意義があるといえる。 

 

 

このように、本プロジェクトは、経済産業省により定められた政策上のプログラムにも合致し、

本プロジェクトの成功により、我が国ディスプレイ産業とその関連産業の国際競争力強化、およ

び国家的重点目標である高度情報化社会および地球温暖化対策の実現に寄与するものであり、さ

らには、広範な産業分野への大きな波及効果が期待され、産業政策・情報政策の面からも極めて

重要な課題であることから、国家プロジェクトとしてＮＥＤＯが関与すべきものと考えられる。 
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１．２ 実施の効果（費用対効果） 

本プロジェクトの目的は、プラズマディスプレイの低消費電力化技術を開発することである。

プロジェクトの事業期間は 5年間、事業規模は約 20 億円の計画で開始された。 

プラズマディスプレイパネルの市場規模は約 6,000 億円、プラズマテレビとしては 1.3 兆円で

ある（図Ⅰ-1-4）。この市場規模予測は、液晶ディスプレイの大型化、ディスプレイ価格の下落、

平成 20 年の世界的な不況の影響によって、本プロジェクト開始当時の予測よりも下方修正されて

いるが、図Ⅰ-1-5 に示すように、プラズマテレビの出荷台数は特に海外市場において着実に伸び

続けており、今後も一定の市場規模を確保していくことが見込まれている。 

図Ⅰ-1-4 プラズマディスプレイパネルの市場規模予測（金額） 

（第 16 回ディスプレイサーチフォーラム（2009 年 1 月）をもとに作成、$1=\100 で換算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1-5 地域別プラズマテレビ需要動向予測（台数） 

（第 16 回ディスプレイサーチフォーラム（2009 年 1 月）をもとに作成） 
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プラズマディスプレイは、特に 40 インチ以上（最大 150 インチ）の大型ディスプレイを中心に

製品化されており、高画質で高速応答が可能なディスプレイとして評価されている。また、プラ

ズマディスプレイは、大型ディスプレイが広く利用されるデジタルサイネージ分野や高速応答が

必要な３Ｄディスプレイへの利用も適していることから、今後の市場拡大も期待される。また、

曲げられるプラズマディスプレイとして注目されているプラズマチューブアレイ（PTA：Plasma 

Tube Array）による市場拡大も期待される。プラズマディスプレイの課題とされていた消費電力

を本プロジェクトによって削減できれば、さらに一層の市場規模拡大が予想される。 

本プロジェクトの成果によって、家庭の消費者は、家庭内テレビの消費電力を抑えることがで

き、電気料金の削減などの恩恵を享受できる。また、国際的な CO2削減活動にも貢献できるほか、

我が国の産業競争力強化にもつながるなどの効果がある。 

以上のことから、本プロジェクトは、助成費に対して十分大きな効果が期待できるといえる。 
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２．事業の背景・目的・位置づけ 

 

２．１ 事業の背景 

2.1.1 社会的背景 

薄型ディスプレイの普及は急速に進んでおり、薄型テレビの出荷台数も平成 19 年から平成 24

年の 5年間で 2倍以上の伸びが予測されている（図Ⅰ-2-1）。また、ハイビジョン対応やディスプ

レイパネルの価格低下によって、家庭内テレビの薄型テレビへの置き換えも急速に進んでおり、

テレビの平均画面サイズも年々大きくなっている（図Ⅰ-2-2）。画面サイズの大型化や高精細化（ハ

イビジョン化）に起因して、一台あたりの消費電力は増加傾向にあり、家庭内におけるエネルギ

ー消費も増加している。従って、ディスプレイの低消費電力化技術への取り組みは急務の課題と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2-1 薄型テレビの出荷台数変化（予測） 

（第16回ディスプレイサーチフォーラム（2009年1月）をもとに作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2-2 薄型テレビの平均画面サイズの変化 

（第16回ディスプレイサーチフォーラム（2009年1月）をもとに作成） 
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このような環境変化の中、プラズマディスプレイは映像を美しく鑑賞できる薄型ディスプレイ

として、家庭用 TV や業務用モニターを通じてディスプレイ産業の柱となっいる。特に、大画面デ

ィスプレイとしても高速応答性、広視野角、高コントラスト、画質の良さなどで優れており、液

晶ディスプレイと並んで普及している。このことから、プラズマディスプレイ技術を根本的に見

直し、次世代技術のトータルな開発により、大型で高精細・高画質でありながら、従来の中型並

みまたはそれ以下の低消費電力の実現を狙うことは極めて重要である。 

国家レベルでのテレビ低消費電力化の政策・規制の流れも進んでいる。日本では、省エネラベ

リング制度のプラズマテレビ・液晶テレビの多段階評価基準を引き上げた(平成20年4月)。また、

韓国企業と競争の激しい米国市場では、ディスプレイの ENERGY STAR プログラム バージョン 5.0

にて、プラズマテレビを含むディスプレイの消費電力の基準が作成されており、平成 21 年度中に

発効される予定である。EU でもテレビのエコデザイン要件（COMISSION REGULATION(EC) No 

642/2009 of 22 July 2009）が採択され、平成 22 年 8 月より適用される予定である。このように、

低消費電力化に関する外部情勢が世界的にも大きく変化している。 

このような動向を踏まえて本プロジェクトは、次世代大型プラズマディスプレイに必要な低消

費電力技術を確立することを目的として取り組むものである。プロジェクト成果を取り入れた低

消費電力性能が高い製品を市場投入することにより、CO2 削減に貢献することができるとともに、

日本はもとよりプラズマテレビの需要が高い北米、欧州においても我が国の競争力優位性を確保

することが期待できる。 

 

2.1.2 技術的背景 

現状の薄型テレビは、ハイビジョン対応に技術移行している。今後の放送、情報インフラの進

展との整合性を考慮すると、表示性能、解像度、画面サイズは飛躍的に向上し、今後５年間で、

２倍以上の薄型テレビ出荷台数の伸びが予測される。従って、低消費電力化技術が極めて重要に

なる。この観点から、プラズマディスプレイ技術を根本的に見直し、次世代技術のトータルな開

発により、大型で高精細・高画質でありながら、従来の中型並みまたはそれ以下の低消費電力の

実現を狙い、電力消費量の抑制を図ることは重要である。 

プラズマディスプレイの低消費電力化技術開発の動向に目を向けると、発光効率の改善ならび

にパネル駆動電圧の低電圧化が重要なブレイクスルー技術として挙げられる。発光効率の改善に

ついては、ＮＥＤＯ助成事業「省エネ型次世代 PDP プロジェクト」（平成１５～１７年度）におい

て、放電セル構造・放電ガス条件の改良や蛍光体材料などの取り組みが実施され、５ lm/W を超

える発光効率を実現した。一方、低電圧化技術に関しては、現状では大幅な電圧の低減には至っ

ておらず、これに関わる技術開発が緊急の課題となっている。 

プラズマディスプレイの駆動電圧低減に関しては、古くから高γ材料保護膜による低電圧駆動

の研究は行われており、SrCaO、SrO、CaO などの保護材料を導入することで大幅な電圧の低減が

可能であることは周知であるが、実験室レベルの研究開発であり、実用化には至っていない。こ

れらの材料が実用化されない理由は、何れも化学的に活性な材料で、大気中でパネル化を行う従

来生産プロセスでは変質してしまうため、新規高γ材料の開発と同時にその新規高γ材料のパネ
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ル化技術を実現する必要があるためである。しかし、新規高γ材料の開発や新規高γ用パネル化

技術の開発には、大がかりな設備の開発が必要で、プラズマディスプレイメーカ各社の単独開発

は困難であり、産官学が協力して実施する意義は大きい。フル HD のセットを例に各社単独で開発

を進めた場合と本プロジェクトを実施した場合の年間消費電力量低減の試算を図Ⅰ-2-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2-3 年間消費電力量低減の試算 

（平成 21 年度に APDC および NEDO にて試算） 

 

 

２．２ 事業の目的 

本プロジェクトはこのような観点から、パネル駆動電圧の低電圧化技術および保護膜材料に焦

点を当て、プラズマディスプレイの低消費電力化技術の開発を行うものである。パネル駆動電圧

の低電圧化を実現するための材料技術の開発、ならびに実用化のためのパネル設計技術、パネル

駆動技術、および生産プロセス技術の開発を行う。これらにより、消費電力の低減を実現する。

具体的には 50 型フル HD パネルで比較して年間消費電力量を現在（プロジェクト開始時）の 2/3

以下に低減できる低消費電力化技術を開発する。 

これにより、ディスプレイ分野での産業競争力強化に資するのみならず、情報通信分野で利用

されるディスプレイデバイスおよび機器の 30％程度消費電力低減を実現し、CO2 削減効果に貢献

することを目的とする。 
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２．３ 事業の位置付け 

本プロジェクトの事業の位置付けをまとめる。プラズマディスプレイの技術開発としては、大

型化、高精細化、高画質化、薄型軽量化、などに向けた研究開発が盛んに行われている（図Ⅰ-2-4）。

また、省エネ化技術の開発としては、発光効率の向上、駆動回路の改善、などが取り組まれてお

り、ＮＥＤＯでも「省エネ型次世代ＰＤＰプロジェクト」（平成１５～１７年度）として放電セル

構造・放電ガスの改良、蛍光体材料の開発を行い、成果を挙げている（図Ⅰ-2-5）。本プロジェク

トでは、駆動電圧の低減、および、従来あまり検討されていなかった保護膜材料の開発に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2-4 本プロジェクトにおける開発技術の位置付け 

 

 

図Ⅰ-2-5 NEDO 電子・情報技術開発部の PDP プロジェクト 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

１．事業の目標 

 

１．１ 事業の全体目標 

ディスプレイの大型化に伴う消費電力増大を解決するための技術開発を行うことが本プロジェ

クトの目的である。 

PDP 技術としては、放電ガス条件の改良による発光効率の改善が進められている。しかしなが

らこれらを達成する際の駆動電圧は上昇傾向にあり、放電時の無効電力の増加に伴う消費電力の

大幅な増加をもたらす。このため、駆動電圧を低電圧化すれば、パネルとしての低消費電力化が

実現できる。低電圧化実現のためには保護膜材料の二次電子放出特性（γ特性）を高めることが

必須である。本プロジェクトでは、駆動電圧を大幅に低減可能な新規保護膜材料の開発を行う。

また、新規保護膜の実用化に必要なプロセス技術、新規保護膜のパネル化技術および大型製造設

備技術を開発する。さらに新規保護膜に最適な放電セル構造および駆動技術を開発する。そして、

最終的に 50 型フル HD パネルで比較して年間消費電力量を現在（プロジェクト開始時）の 2/3 以

下に低減できる低消費電力化技術を開発することを目標とする。 

 

 

図Ⅱ-1-1-1 PDP の基本構造（左）と保護膜における二次電子放出（右） 

 

上記目標を達成するために、以下の３つの研究開発項目について、項目ごとの研究開発計画に

基づき研究開発を実施する。 

 

研究開発項目① パネル構成材料技術開発 

大きな低消費電力化となるパネル低電圧駆動を実現する高γ保護膜材料の開発。 

研究開発項目② プロセス・設備技術開発 

上記保護膜材料の劣化につながる水・二酸化炭素などとの反応性を考慮したプロセス設

備・パネル設計等に係る技術の開発。 

研究開発項目③ パネル設計・駆動技術開発 

上記保護膜条件に特化した放電制御技術、セル構造の開発を行い、低電圧駆動の実証を行う。 
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「①パネル構成材料技術開発」による駆動電圧を大幅に低減可能な新規高γ保護膜材料と、そ

の新規保護膜の実用化に必要なプロセス技術および大型製造設備技術を開発する「②プロセス・

設備技術開発」および「③パネル設計・駆動技術開発」による新規高γ保護膜に最適な放電セル

構造により、駆動電圧を大幅に低減可能なパネルが実現できる（図Ⅱ-1-1-2）。さらに「③パネル

設計・駆動技術開発」により駆動電圧を大幅に低減したパネルの最適駆動を実現することが出来

る。 

保護膜材料に関する過去の研究として、放電電圧を従来の MgO の 60～80%程度にまで下げるこ

とができるとの報告がある。しかしながら、単に駆動電圧を下げると輝度が低下するため、同時

に発光効率向上などの検討が必要である。本プロジェクトでは、新規保護膜材料の開発を行うと

同時に、それを実用化してパネル製造するためのプロセス・製造技術およびパネル設計・駆動技

術の開発もあわせて行う。そして最終的に、50 型フル HD テレビを想定して上記技術を適用した

場合の年間消費電力量を現在（プロジェクト開始時）の 2/3 以下にすることを目標とする。 

なお、PDP は画面サイズが大きくなる（すなわち、同じ画素数の場合、放電セルサイズが大き

くなる）ほど高い発光効率を得やすいことから、画面サイズの上昇による年間消費電力の上昇が

抑えられる。従って、平成 24 年度頃までの低消費電力化のトレンドを考慮し、本プロジェクトの

成果を導入したプラズマテレビと、LED バックライトやローカルディミングが実現した次世代液

晶テレビと比較した場合でも、大画面においては液晶テレビより有利になると考えられる。 

 

 

図Ⅱ-1-1-2 本プロジェクトの研究開発項目の関係 
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１．２ 研究開発項目ごとの目標 

 ３つの研究開発項目の取り組み内容と目標は、以下のように設定した。 

 

1.2.1 研究開発項目①「パネル構成材料技術開発」 

駆動電圧の低電圧化を実現するために PDP を構成する材料技術の開発を行う。特に低電圧化実

現のためには保護膜材料の二次電子放出特性（γ特性）を高めることが必須である。このため、

PDP の放電におけるより高い二次電子放出機構の解明、材料設計シミュレータ開発を行い、これ

らの知見からより高いγ特性を持つ保護膜材料の探索及び開発を行う。 

 

＜中間目標（平成２１年度）＞ 

・ PDP の放電における詳細な保護膜の二次電子放出機構を解明する。 

 

＜最終目標（平成２３年度）＞ 

・ PDP の放電における最適な保護膜材料技術を確立し、更にこの成果を用いて新しい保護

膜材料を探索する。 

 

＜目標設定理由＞ 

「省エネ型次世代 PDP プロジェクト」（平成１５～１７年度）において、放電ガス条件の改良

などの取り組みが実施され、５ lm/W を超える発光効率を実現した。しかし、放電ガス（Ne と Xe

の混合ガス）中の Xe 分圧が従来よりも高いために、電離状態にあるガス中の Xe イオンの比率は、

Ne イオンよりも圧倒的に高くなる。しかし、従来の PDP で用いられている MgO 保護膜材料は、Xe

イオンの電離エネルギー（12.1 eV）が低いために、Xe イオンに対するγ（二次電子放出係数）

が計測不能なほど小さく、駆動電圧が上昇する。そのため、発光効率の向上と大幅な低電圧化を

両立させるためには、Xe 分圧の上昇と同時に Xe イオンに対するγが高い新規高γ保護膜材料の

開発による低電圧化が必須である。 

しかし、従来の PDP では、Xe 濃度が比較的低く、Ne イオンについてのγのみを考慮すれば十分

であったために、Xeイオンに対するγを向上させる研究はほとんどなされていなかったことから、

新規高γ保護膜材料の開発には、Xe イオンに対する二次電子放出メカニズムを解明し、高γ保護

膜材料の二次電子放出制御技術の開発を行う必要がある。 

さらに、上記開発を事業化技術開発においても有益な、汎用性のある新規高γ保護膜材料の設

計技術とするためには、Xe イオンに対する二次電子放出メカニズムを考慮した材料シミュレータ

を開発し、高γ保護膜材料設計技術を確立する必要がある。 
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1.2.2 研究開発項目②「プロセス・設備技術開発」 

研究開発項目①の新しい保護膜材料の対プロセス環境特性を詳細に把握すると同時に、実用的

なプロセスの検討を中間評価時点までに行う。これらの知見およびデータを用いて、50 型以上の

大型化を想定した設備・プロセスを開発し、パネルでの実用化実証実験を行い、大型パネル用設

備実用化に向けたプロセス・設備条件を明確にする。 

 

＜中間目標（平成２１年度）＞ 

・ 研究開発項目①の新しい保護膜材料の対プロセス環境特性を詳細に把握すると同時に、

実用的なプロセスの検討を行う。 

 

＜最終目標（平成２３年度）＞ 

・ これらの知見およびデータを用いて、50 型以上の大型化を想定した設備・プロセスを

開発し、パネルでの実用化実証実験を行い、大型パネル用設備実用化に向けたプロセ

ス・設備条件を明確にする。 

 

＜目標設定理由＞ 

新たな保護膜材料を実用化するためには、保護膜との反応物質およびその反応メカニズムと反

応物質を発生させる材料及び反応物質の発生メカニズムを明確にし、その反応を制御していくこ

とが重要である。また、これらの保護膜との反応を抑制したパネル製造プロセス技術を開発必要

がある。また、大型化を想定した設備技術の開発も必要である。 

基板、電極、誘電体、リブ、蛍光体、シールなどのパネル構成部材からの放出ガスは構成材料

表面の吸着物質と電極、誘電体、リブ、蛍光体、シールを形成する過程での水や有機物などの残

渣が主要因であると推定している。電極材料は Ag 微粒子を、誘電体、リブ、シールは低融点ガラ

ス微粒子を、蛍光体層は蛍光体微粒子を、エチルセルロースやアクリル樹脂と有機溶剤に分散し

たペーストを基板に印刷形成後、焼成することで樹脂と有機溶剤を除去している。この焼成過程

で分解や昇華した樹脂や有機溶剤より発生するH2OやCO2は低融点ガラスや蛍光体表面で水酸化物

や炭酸塩を形成しており、従来はこれらを除去するために、パネル貼り合せ工程で加熱によりシ

ールを軟化させて貼り合わせると同時に、加熱によって脱離した H2O や CO2を真空引きすることで

除去していた。しかし、現行の MgO ですら、パネル貼り合せ工程で加熱により活性化した表面に

容易に H2O や CO2が結合してしまい、パネル完成後のエージング工程を経ないと十分な放電特性が

得られない。そのため高γ材料保護膜を実用化するためには高γ材料との反応物質およびその反

応メカニズムと、反応物質を発生させる材料および反応物質の発生メカニズムを明確にし、その

反応を制御していくことが重要である。 
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1.2.3 研究開発項目③「パネル設計・駆動技術開発」 

研究開発項目①の新しい保護膜材料に適したセル構造と放電制御技術探索を中間評価時点まで

に行う。0.1mm ピッチセルに対する駆動制御技術の開発を行ない、高精細・高 Xe（20％以上）下

において、MgO 保護膜を用いた現行技術による駆動電圧と比較して１/２に低減する。さらにアド

レス放電特性を解析し、新規高γパネルにおける駆動制御設計法を確立する。 

 

＜中間目標（平成２１年度）＞ 

・ 研究開発項目①の新しい保護膜材料に適したセル構造と放電制御技術探索を行う。 

 

＜最終目標（平成２３年度）＞ 

・ 0.1 mm ピッチセルに対する駆動制御技術の開発を行ない、高精細・高 Xe（20％以上）

下において、MgO 保護膜を用いた現行技術による駆動電圧と比較して 1/2 に低減する。

さらにアドレス放電特性を解析し、新規高γパネルにおける駆動制御設計法を確立する。 

 

＜目標設定理由＞ 

「省エネ型次世代 PDP プロジェクト」（平成１５～１７年度）において、ＡＰＤＣが開発した

高発光効率を得るという技術は、高 Xe 分圧化は放電開始電圧の上昇を伴うが、高γ保護膜材料を

用いることで低下させることができる。この原理は以下のタウンゼントの火花条件（式１）、及

びそこから導出される放電開始電圧（式２）で説明される。 

 

 ・・・・・・・・・・・・・・（式１） 

 

 ・・・・・・・・・・・・・・（式２） 

 

ここで、αは電離係数、ｄは電極間距離、ε及びＶεは電子エネルギー分布が平衡に達するま

での距離及びそれに相当する電圧、γは保護膜の二次電子放出係数である。式２からわかるよう

に放電開始電圧を低下させるためにはγを大きくすればよい。図Ⅱ-1-2-1 に Xe 混合率 20％の

Xe-Ne 混合ガスにおける平行平板電極の場合の放電開始電圧の計算例を示す。本計算例では Xe イ

オンに対するγを通常値の 2～10 倍にした場合のものである。 

( )[ ] γεα /11exp =−−d

( )( ) ( )[ ]1/1ln// 1 ++= − γαε ppEVVf
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（ｐｄはガス圧力ｐと電極間距離ｄの積、Vf は放電開始電圧、Vεは０とした。） 

図Ⅱ-1-2-1 Xe イオンに対するγが放電開始電圧計算例 

 

放電開始を成立させるための条件式である火花条件（式１）からもわかるように、大きなγで

成立する放電というのは、同時に小さなαになっているということである。電離係数αとは電子

が単位長さあたり進む間にいくつの電離を起すかという係数であり、これは、電界強度に対して、

正の相関を持って変化する放電パラメータである（図Ⅱ-1-2-2 参照）。このようにαが小さい状

態で成立できる放電であるために放電開始電圧が低いのである。このように、大きなγを持つ保

護膜を使用することで、放電開始電圧は下げられ、非常に低い電界で成立する放電となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-2-2 換算電界と電離係数との関係 

 

PDP における放電は図Ⅱ-1-2-3 に示すように、アノード電極上から始まった初期タウンゼント
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放電から初期グロー、グローと空間中で進展しながらカソード電極に至り、活性な電離や励起を

起しながら、最終的にはカソード電極及びアノード電極上の誘電体に壁電荷を蓄積して収束する

という過程をたどる。このような放電の進展動作を担っているのは電子とイオンである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図Ⅱ-1-2-3 PDP における放電の進展の様子 

 

高 Xe 分圧にすることで、電流の担い手である電子、イオンの移動度が小さくなり、低電界下で

はさらに移動度が低下することになる。このような条件下では、放電の成長時間の遅延、放電

の広がりが不十分などの現象が起きる可能性が高く、放電成長の遅延は放電の発生から収束ま

での時間が長くかかることにより、紫外光放射の始状態となる励起 Xe の励起崩壊の機会が増

え、効率低下の要因になることも考えられる。以上のような課題を解決するためには、高 Xe

分圧、高γ材料を用いた放電の時間的・空間的進展を捉える計測・解析技術の開発とこれらの

放電の進展を高γ材料に適した制御をする駆動技術の開発および高γ材料に適したセル構造

を開発する必要がある。さらに開発した高γ材料に適した放電制御技術およびセル構造を、高γ

保護膜を用いたパネルを用いて実証していく必要がある。 
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２．事業の計画内容 

 

２－１ 研究開発の内容 

【事業全体の目標】 

駆動電圧を大幅に低減可能な新規保護膜材料の開発と新規保護膜の実用化に必要なプロセ

ス技術、新規保護膜に適したパネル化までを行う大型製造設備技術を開発する。さらに新規保

護膜に最適な放電セル構造および駆動技術を開発し、年間消費電力量 2/3 を実現する。具体的

には下記の３項目を達成していく。 

 

研究開発項目① パネル構成材料技術開発 

研究開発項目② プロセス・設備技術開発 

研究開発項目③ パネル設計・駆動技術開発 

 

図Ⅱ-2-1-1 に助成事業開始時の開発計画線表を示す。平成 19 年度～平成 21 年度に基礎・

要素技術を確立し、平成 22～平成 23 年度に確立した基礎・要素技術を基に実用化技術の確立

を目指す。また、平成 20 年度末までに、パネル構成材料技術開発、プロセス・設備技術開発

およびパネル設計・駆動技術開発で得られた知見を、現行の保護膜、パネル化プロセスの改善

に技術展開を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図Ⅱ-2-1-1 開発計画線表（助成事業開始時） 

・高γ保護膜パネル

技術開発

・プロセス 技術開発

・大型設備開発

プ
ロ
セ
ス
・
設
備
技
術

・新規高γ保護膜材料

の開発

・高γ保護膜材料の

二次電子放出制御

技術の開発

・高γ保護膜材料設計

技術の確立

パ
ネ
ル
構
成
材
料
技
術

年間消費電

力：２／３

高γ材での放電制御

技術開発

高γ材での
セル構造開発

低電圧化駆動実証

パ
ネ
ル
設
計
・
駆
動
技
術
開
発

最終目標

現行製品への技術展開

新プロジェクトの開発フェーズ

H23年度H22年度H21年度H20年度H19年度

・高γ保護膜パネル

技術開発

・プロセス 技術開発

・大型設備開発

プ
ロ
セ
ス
・
設
備
技
術

・新規高γ保護膜材料

の開発

・高γ保護膜材料の

二次電子放出制御

技術の開発

・高γ保護膜材料設計

技術の確立

パ
ネ
ル
構
成
材
料
技
術

年間消費電

力：２／３

高γ材での放電制御

技術開発

高γ材での
セル構造開発

低電圧化駆動実証

パ
ネ
ル
設
計
・
駆
動
技
術
開
発

最終目標

現行製品への技術展開

新プロジェクトの開発フェーズ

H23年度H22年度H21年度H20年度H19年度

基礎・要素技術確立 実用化技術確立

放電制御技術・計測技術の開発

ダイナミック駆動の基本技術の開発

放電セル構造設計技術の開発

駆動評価システムの構築▽ パネルで実証▽

超高効率機構の探索

黒色矢印：APDC単独
ピンク矢印：APDC+広島大学

パネル構成材料開発

要素技術確立判断
▽

▽実用化判断

可能性判断
▽

高γ機構の解明・
材料設計技術開発 高γ材料設計シミュレータ構築

設備設計課題抽出 大型設備の設計・導入▽

新規高γ材料の探索

プロセス・設備技術確立実証▽

既知高γ材料の改善

実用化判断
▽

実用化検証
▽

▽実用化判断

現行材料技術での低電圧化
現行プロセスの改善

個別プロセスの開発 プロセスの開発（信頼性・パネル特性）

▽技術確立判断

実用化実証▽▽技術確立判断

実用化実証▽

予算計画（助成費） 
（百万円） 

４０４ ４０４ ４０４ ４０４ ４０４ 
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2-1-1 研究開発項目①パネル構成材料技術開発 

【テーマ別目標】 

高効率パネルが実現できるスパーク放電の低電圧化を目的に、Xe イオンに対する二次電子放出

機構の解明、材料設計シミュレータの開発を行い、これらの知見を用いて新規な高γ材料を探索

し、高γ保護膜材料技術を確立する。 

 

【研究開発内容および開発線表】 

開発内容の詳細については、非公開とする。 

 

 

 

2-1-2 研究開発項目②プロセス・設備技術開発 

【テーマ別目標】 

高γ保護膜材料に適したプロセス技術と設備技術を確立する。極めて活性の高い高γ材料の

特性を維持するための新規な PDP 構成材料の開発、および開発した材料に適したプロセス技術

を確立する。さらに高γ材料の成膜からガス封入までのプロセス技術及び大型多面取り基板に

適用可能な大型設備技術を確立し、大型パネルの技術確立を実証する。 

 

【研究開発内容および開発線表】 

開発内容の詳細については、非公開とする。 

 

 

 

2-1-3 研究開発項目③パネル設計・駆動技術開発 

【テーマ別目標】 

従来の MgO 保護膜を利用した放電に比べ、電離係数、励起係数などの放電パラメータや電子、

イオンの移動度などが大きく異なった放電となる高γ保護膜に最適な駆動技術・セル構造設計

技術を確立し、11 型クラスの小型パネルによるダイナミック表示を実現し、駆動技術・セル

構造設計技術を実証する。 

 

【研究開発内容および開発線表】 

開発内容の詳細については、非公開とする。 
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２－２ 研究開発の実施体制 

２－２－１ 実施体制 

本プロジェクトの研究開発体制を図Ⅱ-2-2-1 に示す。研究開発は株式会社次世代 PDP 開発セ

ンター（ＡＰＤＣ）の集中研究所において、ＡＰＤＣの開発統括部長を開発責任者として、出

資各社（株式会社日立製作所、パナソニック株式会社、パイオニア株式会社）よりＡＰＤＣに

出向した研究員の技術的英知を集めて進めている。開発責任者は、ＡＰＤＣの篠田傳が平成

21 年 1 月まで務め、現在は佐藤陽一が担当している。集中研究所には、各研究開発項目技術

を担当する研究開発グループがあり、プラズマディスプレイの開発に長年携わってきた開発責

任者のもとで、目標達成に向けた開発を進めている。いずれのテーマについても、広島大学と

の共同研究契約を締結し、共同研究を行っている。 

なお、ＡＰＤＣの出資会社であるパイオニア株式会社は、平成 20 年度に事業見直しにより

プラズマディスプレイ分野の技術開発の開発中止を決定した。これに伴い、パイオニア株式会

社所属の研究員は、平成 20 年度中にパナソニック株式会社に転籍し、研究開発を継続するこ

ととなった。 

株式会社次世代PDP開発センター 

 

開発責任者(ＡＰＤＣ開発統括部長)： 

 佐藤 陽一（平成 21年 1 月～現在） 

 篠田  傳（平成19年～平成21年1月）

 

研究実施場所： 

集中研究所（兵庫県明石市） 

 

研究開発項目： 

 ①パネル構成材料技術 

 ②プロセス・設備技術 

③パネル設計・駆動技術 

 

･･･研究開発グループが実施 

助成（ＮＥＤＯ負担率 1/2） 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

株式会社日立製作所 パナソニック株式会社

研究員出向 

国立大学法人 広島大学 

開発責任者：梶山 博司 教授 

 

研究実施場所： 

先端物質科学研究科 

    （広島県東広島市） 

 

研究開発項目： 

①パネル構成材料技術 

   二次電子放出解析 

 ②プロセス・設備技術 

   高γ特性材でのプロセス技術 

③パネル設計・駆動技術 

   高γ特性材での放電解析 

共同研究

パイオニア株式会社(*) 

(*)パイオニア株式会社からの出向者は、 

平成 20 年度にパナソニック株式会社に転籍。 

図Ⅱ-2-2-1 プロジェクトの実施体制図 
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２－３ 研究の運営管理 

 本プロジェクトの研究管理を行うために、ＡＰＤＣ内に開発委員会、知財委員会、企画戦略

委員会を設置している。開発委員会は、ＡＰＤＣの出資会社より選出された委員により構成さ

れており、集中研究所における研究開発の方針立案および研究開発内容に関する管理を行う。

知財委員会は、研究開発により発生した知的財産権、ノウハウの評価、管理を行う。企画戦略

委員会は、本プロジェクト全体の意志決定を行う最上位機関である。 

ＮＥＤＯは、定例ヒアリング等によって研究開発の進捗状況を把握し、社会的状況、内外の

研究開発動向等を総合的に勘案して、達成目標、研究開発体制等の見直しを行う。 

助成（ＮＥＤＯ負担率 1/2） 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

株式会社日立製作所 

パナソニック株式会社 

パイオニア株式会社(*) 

研究員出向

パネル構成材料技術開発グループ 

プロセス・設備技術開発グループ 

パネル設計・駆動技術開発グループ 

研究開発グループ

技術支援グループ（研究開発用パネル試作担当）

事務支援

開発責任者 

開発委員会 

知財委員会 

総務部

企画戦略委員会 

集中研究所 

株式会社次世代PDP開発センター 

広島大学 

共同研究契約 
出資会社 

図Ⅱ-2-3-1 プロジェクトの実施体制図 

(*)パイオニア株式会社からの出向者は、 

平成 20 年度にパナソニック株式会社に転籍。 
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 開発委員会、知財委員会および企画戦略委員会をＡＰＤＣの出資会社およびＡＰＤＣのメン

バーにより組織することで、本助成事業の実用化を考慮した技術討議や意志決定を行うことが

でき、ＡＰＤＣの出資各社に対して開発成果のスムーズな技術展開を可能にする。 

 

３．情勢変化への対応 

本プロジェクトは、平成 19 年度に開始した。ディスプレイの低消費電力化に対する社会的

要求が高いことから、本プロジェクトを加速するために資金の前倒し使用等を行った。そして、

実用化可能な技術を逐次、参画企業へ技術移転することで、低消費電力化への取り組みを加速

している。 

まず、研究開発の早期立ち上げにあたっては、平成 19 年度中に保護膜の物性測定システム

を導入する必要があり、平成 20 年度予算を前倒しで利用して購入した。これにより高γ材料

の二次電子放出メカニズムの解明、高γ材料設計シミュレータ構築を加速でき、新規な高γ材

料開発に必要な材料設計の方向性を早期に明確化できた。その結果、高γ材料保護膜構造の物

性評価を世界で初めて実現するといった目覚ましい成果を挙げた。 

また上記の研究成果を受け、平成 20 年度に開発計画の見直しを行った。その結果、保護膜

層成膜についての課題抽出を前倒しで行えば本プロジェクト成果の確立時期を早める見通し

が得られたため計画の変更を行った。さらに、低電圧駆動に伴う放電特性の改善のために必要

な保護膜表面処理装置を平成 21 年度予算の前倒しによって購入し、放電特性を実用可能範囲

まで改善できた。また、この表面処理を大型設備化する際の技術課題を早期に解決するために

資金投入を行い、技術課題の抽出および設備設計の前倒しを実現できた。 

以上の結果、中間目標を前倒しで達成できる見込みとなった。 

 

４．中間評価結果への対応 

平成 21 年度に行われる中間評価結果を踏まえて、必要に応じプロジェクトの加速・縮小・

中止等見直しを迅速に行う。 

 

 

５．評価に関する事項 

ＮＥＤＯ技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果

の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評

価を平成 21 年度、事後評価を平成 24 年度に実施する。 
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Ⅲ．研究開発成果について 

１．事業全体の成果 

 一部新規課題が見つかり計画変更を行ったものもあるが、何れの課題も目標以上あるいは計画

通りの成果を上げることが出来た。詳細を表Ⅲ-1-1 に示す。その成果を元に平成 21 年度以降も

計画通り進捗できる見込みである。 

 

表Ⅲ-1-1 個別研究開発項目の目標と達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．研究開発項目毎の成果 

 

２．１ 研究開発項目①「パネル構成材料技術開発」 

開発内容及び成果の詳細に関しては非公開とする。 

 

２．２ 研究開発項目②「プロセス・設備技術開発」 

開発内容及び成果の詳細に関しては非公開とする。 

 

２．３ 研究開発項目③「パネル設計・駆動技術開発」 

開発内容及び成果の詳細に関しては非公開とする。 

 

凡例 ◎：目標以上の成果 ○：目標達成 △：一部未達 ×：未達

・大型パネルに
よる技術実証◎

・新規高γ材料に適したセル
構造および放電制御の指針を
得た。小型パネルで検証した

新規高γ材料に適
したセル構造と放電
制御技術を探索

パネル設
計・駆動技
術開発

③

全体として、

年間消費電力
量を2/3以下に

実用的なプロセス
の検討を行う

新規高γ材料の対
プロセス環境特性を
詳細に把握

新規高γ材料探索

材料設計シミュレー
タの開発

保護膜の二次電子
放出機構を解明

中間目標
（Ｈ２１年度）

・大型化に向けた実用的な製
造プロセスの設計指針を得た

・新規高γ材料に適したプロセ
ス環境特性・設備要求を定量
化し、小型パネルで検証した

・低電圧化できる新規高γ材
料候補を複数得た

・材料設計シミュレータを開発

・新規高γ材料の放電特性等
についてデータベース化

・二次電子放出機構を解明し、
計算モデルを作成

成果

○

◎

達
成
度

・新規高γ材
料候補の特性
を調べ、実用
化に適した材
料を絞り込む

パネル構成
材料技術開
発

①

・大型設備技
術を確立する

・大型パネルで
の実証実験

プロセス・設
備技術開発

②

今後の課題
研究開発項目
（個別テーマ）

・大型パネルに
よる技術実証◎

・新規高γ材料に適したセル
構造および放電制御の指針を
得た。小型パネルで検証した

新規高γ材料に適
したセル構造と放電
制御技術を探索

パネル設
計・駆動技
術開発

③

全体として、

年間消費電力
量を2/3以下に

実用的なプロセス
の検討を行う

新規高γ材料の対
プロセス環境特性を
詳細に把握

新規高γ材料探索

材料設計シミュレー
タの開発

保護膜の二次電子
放出機構を解明

中間目標
（Ｈ２１年度）

・大型化に向けた実用的な製
造プロセスの設計指針を得た

・新規高γ材料に適したプロセ
ス環境特性・設備要求を定量
化し、小型パネルで検証した

・低電圧化できる新規高γ材
料候補を複数得た

・材料設計シミュレータを開発

・新規高γ材料の放電特性等
についてデータベース化

・二次電子放出機構を解明し、
計算モデルを作成

成果

○

◎

達
成
度

・新規高γ材
料候補の特性
を調べ、実用
化に適した材
料を絞り込む

パネル構成
材料技術開
発

①

・大型設備技
術を確立する

・大型パネルで
の実証実験

プロセス・設
備技術開発

②

今後の課題
研究開発項目
（個別テーマ）
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて 

 

１．実用化の見通し 

本プロジェクトでは、プラズマディスプレイを事業化する企業のメンバーが、実用化を視野に

入れた研究開発および課題解決に向けた取り組みを行っている。本プロジェクトによって得られ

た成果は、逐次、参画企業へ技術移転されており、参画企業が保有する技術と組み合わせること

によって、プラズマディスプレイパネルおよびプラズマテレビの性能向上に利用される。平成 20

年度までに得られた成果の一部は、すでに実用化検討が行われており、平成 24 年度以降に実用化

されることが期待されている。プラズマディスプレイの低消費電力化を加速することによって、

家庭用テレビの消費電力削減できるほか、プラズマディスプレイの国内企業の国際競争力を強化

することができ、実用化に伴う効果は大きい。 

また、本研究開発の成果は、PDP パネルの高精細・高効率と低消費電力の両立を実現するもの

であり、１００型クラスのスーパーＨＤ(４ｋ×８ｋ)や５０型クラスのＱＦＨＤ（２ｋ×４ｋ、

Ｑuad ＦullＨigh Ｄefinition）など微小セルで構成される高臨場感ディスプレイを低消費電力

で実現する必須の要素技術として利用され、世界 TV 市場の更なる拡大と省エネルギー化を実現で

きる。 

 

２．波及効果 

プラズマディスプレイの低消費電力化が進むことで家庭内の省エネ化に貢献するとともに、テ

レビのユーザーメリットが向上し、国内企業の国際競争力も向上するものと期待される。特にプ

ラズマテレビは、大型ディスプレイにおいて有利であり、省エネ効果は大きいものと期待される。 

現状高精細の PDP においては、例えば５０型クラスＦＨＤの商品化は、国内メーカーが先行し

て行ったことから考えても、国内メーカーは韓国メーカーなどに比較しても高い技術力・競争力

を備えている。また、プラズマディスプレイの部材である、ガラス基板、ドライバＩＣ、蛍光体

ペースト、反射防止フィルタなどについては国内企業のシェアが高く、国内産業の発展も期待で

きる。 

加えて市場の動向はＦＨＤの比率が益々高まり、平成２３年度にはＦＨＤの比率が８０％を超

えると予測されている。本プロジェクトで高精細化と省エネルギーを両立する技術開発を実現す

ることで、国内メーカーの競争力はさらに高まり、ＱＳＨＤが投入される平成２８年度以降は総

計７０％以上のシェアを確保する。市場規模の拡大、シェア向上に対応する投資を継続すること

で、価格競争力も更に高まる。 

異なる分野へは、照明分野への波及効果がある。放電ランプでは陰極におけるイオン励起の二

次電子放出により放電が生じており、本プロジェクトで検討した高γ材料における放電に関する

知見は、放電ランプの低消費電力化技術開発に寄与すると期待される。 
酸化物のワイドギャップ半導体としての特長を生かした透明導電材料、短波長発光デバイスや

メモリデバイス、超伝導デバイスなど、今酸化物エレクトロニクス分野が注目を集めており、こ

のような材料の開発において、本プロジェクトで進めている酸化物材料に関する材料設計シミュ

レーション技術が寄与できると期待される。 
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 特許論文リスト 

 

【特許】 

現在出願済みの特許なし。平成 19、20 年度は主に材料、プロセスの基礎検討に重点を置いたた

め、アイデア抽出のみ実施。その実用化検討を H21 年度から開始する中で実用化の可能性、権利

侵害検証の可否を判断し、逐次出願を進めている。現在出願準備中特許は９件である。 
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